
お 詫 び

『新ハイブリッド民法 2　物権・担保物権法〔第 2版〕』につきまして、
下記の誤りがございました。謹んでお詫び申し上げますとともに、以下
のとおり訂正いたします。 法律文化社

200頁下から10行目

正 誤

　　　　では，転付命令を受けた債
権者Ｈとの関係で，物上代位権を行
使した抵当権者Ｉが劣後するという
結論となる。

　　　　では，転付命令を受けた債
権者Ｈとの関係で，物上代位権を行
使した抵当権者Ｉが優先するという
結論となる。

200	 第 6 章　抵　当　権

ないように留意）。

Case 6-7　Ｘの所有丁土地上の所有戊建物に，Ｉのために抵当権が設定され登
記も備えられた。
　その後，Ｔ自治体による中央卸売市場建設にかかる土地収用に伴って，ＸはＴに
丁を売却し，丁土地上の戊につき移転補償請求権を取得した。さらにその後，Ｈ
が，その移転補償請求権を差し押さえ，転付命令がＴに送達されて確定した。他方
で，Ｉが，それと同じ移転補償請求権に対して物上代位権を行使することとしてこ
れを差し押さえて，差押命令がＴに送達された（時系列でみると，Ｈの差押えにか
かる転付命令の送達後その確定前に，Ｉの物上代位にかかる差押命令がＴに送達さ
れたことが，判明している）。
　転付命令を受けた債権者Ｈと物上代位権を行使した抵当権者Ｉの間の優劣は，ど
のようにして決まるか。

　⑶　最判平成10年 1 月30日以後　　一般債権者による差押え・転付命令によ
る債権の「移転」と，抵当権に基づく物上代位との衝突についての判例が現れ
た（★最判平成14・ 3 ・12民集56巻 3 号555頁：代替的物上代位にかかる事案）。この
判例によると，転付命令が第三債務者に送達される時までに抵当権者が差押え
をしなかったときは，転付命令の効力を妨げることはできず，転付命令が確定
すれば，抵当権者は抵当権の効力を主張することはできない。
　この衝突問題については，優劣決定の基準時としては，差押え・転付命令側
については転付命令の送達時，物上代位側については差押命令の送達時となる
（転付命令の送達が先であれば，転付命令は，通常，物上代位にかかる差押命令の送達

に妨げられずに確定すること，それをもって手続は完了することにも留意）。Case 6-7

では，転付命令を受けた債権者Ｈとの関係で，物上代位権を行使した抵当権者
Ｉが優先するという結論となる。
　一般に，差押え・転付命令による債権の「移転」（▶民執159条）は，債権譲
渡に類似するとされてきた（この点につき，前掲★大連判大正12・ 4 ・ 7 も参照）。
しかし，⑵の衝突問題と，⑶の衝突問題とでは，「結論が全く逆になっている」
といわれることがある。学説では，やはり転付命令による債権の「移転」は債
権譲渡とは違うこと（制度上の相異）を指摘しつつも，⑵の判例の射程を⑶の
判例が限定したと解するのが有力である。さらに，判例がむしろ優先権保全説
と親和的であると解するものもある。
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